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Ⅰ 財務書類について 

 

  津島市では、現金主義による会計処理では見えにくい情報を補完し、市の財政状況

を総合的かつ体系的に表すため、「総務省方式改訂モデル」に基づき、財務書類４表

を作成、公表してきました。 

  しかし、財務書類等の作成方法が「総務省方式改訂モデル」のほか、「基準モデ

ル」など複数存在し、団体間での比較が困難であるほか、複式簿記の導入が進まな

い、固定資産台帳の整備が十分でないなどの課題がありました。 

  このため総務省は、平成27年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」

を示し、すべての自治体において「統一的な基準」による財務書類等を作成するよう

要請しました。 

  これを受け、津島市では、平成28年度決算から「統一的な基準」による財務書類等

を作成し、公表します。 

  なお、本書については、一般会計等を基に作成しており、市全体財務書類及び連結

財務書類については、ホームページにて公表します。 

 

  (※)一般会計等とは 

    地方公共団体ごとに異なる会計範囲を調整し、全国統一の基準で統計を行う際に用いられる決算

統計上の会計で、津島市では、一般会計と特別会計のうち住宅新築資金等貸付事業特別会計及びコ

ミュニティ・プラント事業特別会計を合わせたもの。 

 

  財務書類４表 

  貸借対照表 地方公共団体がどれほどの資産や債務を有するかについ

ての情報を表したもの 

行政コスト計算書 地方公共団体の資産形成を伴わない活動に伴うコスト

と、受益者負担である使用料・手数料等の収益を対比し

表したもの 

純資産変動計算書 貸借対照表の純資産の部に計上されている数値、つまり

資産と負債の差額が一会計期間にどのように増減したか

を表したもの 

資金収支計算書 現金等の資金の流れを、性質に応じて「業務活動収

支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つの区

分に分けて表したもの 
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Ⅱ 貸借対照表について 

 

 １ 平成28年度一般会計等貸借対照表 

 

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 78,980,010,195   固定負債 17,930,208,787

    有形固定資産 75,885,574,158     地方債 14,865,951,104

      事業用資産 36,633,627,969     長期未払金 -

        土地 17,299,705,839     退職手当引当金 2,865,863,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 43,413,873,322     その他 198,394,683

        建物減価償却累計額 △24,161,415,562   流動負債 2,394,903,296

        工作物 348,259,417     １年内償還予定地方債 1,547,235,669

        工作物減価償却累計額 △282,779,047     未払金 92,000

        その他 -     未払費用 -

        その他減価償却累計額 -     前受金 -

        建設仮勘定 15,984,000     前受収益 -

      インフラ資産 38,562,757,199     賞与等引当金 245,853,513

        土地 4,213,644,887     預り金 496,921,236

        建物 695,169,371     その他 104,800,878

        建物減価償却累計額 △331,144,542 負債合計 20,325,112,083

        工作物 86,553,289,207 【純資産の部】

        工作物減価償却累計額 △52,591,838,144   固定資産等形成分 80,673,335,053

        その他 -   余剰分（不足分） △18,822,262,385

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 23,636,420

      物品 1,977,046,051

      物品減価償却累計額 △1,287,857,061

    無形固定資産 38,529,560

      ソフトウェア 38,529,560

      その他 -

    投資その他の資産 3,055,906,477

      投資及び出資金 1,595,069,000

        有価証券 -

        出資金 1,595,069,000

        その他 -

      投資損失引当金 △820,185,000

      長期延滞債権 581,124,345

      長期貸付金 1,559,252,573

      基金 176,693,052

        減債基金 -

        その他 176,693,052

      その他 -

      徴収不能引当金 △36,047,493

  流動資産 3,196,174,556

    現金預金 1,379,751,068

    未収金 133,513,954

    短期貸付金 80,373,782

    基金 1,612,951,076

      財政調整基金 1,601,842,847

      減債基金 11,108,229

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △10,415,324 純資産合計 61,851,072,668

資産合計 82,176,184,751 負債及び純資産合計 82,176,184,751

貸借対照表
（平成29年3月31日現在）
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   平成29年３月31日現在、資産の総額は821億7,618万4,751円、負債の総額は203億

2,511万2,083円で、純資産は618億5,107万2,668円、資産に対する負債の割合は

24.7%となっています。 

   資産の部では、有形・無形固定資産が759億2,410万3,718円と全体の92.4%を占め

ており、次いで、現金預金等の流動資産が31億9,617万4,556円(3.9%)で、投資その

他の資産が30億5,590万6,477円（3.7%）となっています。 

   一方、負債の部では、翌年度償還予定額を含めた地方債残高が164億1,318万

6,773円で、全体の80.8%％を占めています。地方債は公共資産整備のための財源に

充てられてきたもののほか臨時財政対策債を含みます。 

   また、翌年度償還予定の地方債等の流動負債が23億9,490万3,296円(2.9%)となっ

ています。 

 

 ２ 貸借対照表の内容 

  (1) 固定資産 

   ○ 有形固定資産 

    ・事業用資産 

     土地、建物、工作物等のうちインフラ資産及び物品以外の有形固定資産が該

当します。 

    ・インフラ資産 

     道路ネットワーク、下水処理システム、水道等のシステムまたはネットワー

クの一部であること、性質が特殊なものであり代替的利用ができないこと、移

動させることができないことといった特徴の一部またはすべてを有するものが

該当します。 

    ・物品 

     地方自治法第239条第１項に規定するもので、原則として取得価額または見

積価格が50万円（美術品は300万円）以上のものが該当します。 

   ○ 無形固定資産 

    ・ソフトウェア 

     財務会計システム、税務システム、住民基本台帳システム等のソフトウェア

が該当します。 

   ○ 投資その他の資産 

    ・投資及び出資金 

     公営企業や公社、第三セクター等に対する出資金、出損金等です。 
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    ・長期延滞債権 

     納税期限や回収期限から１年以上経過し、まだ収入されていない債権です。 

    ・長期貸付金 

     住宅新築資金貸付金や市民病院事業への貸付金等のうち１年以内に償還期限

が到来しないものです。 

    ・基金 

     財政調整基金及び減債基金以外の基金が該当します。 

  (2) 流動資産 

   ○ 現金預金 

     現金及び歳計現金等の保管方法として定めた預金等をいいます 

   ○ 未収金 

     税金等の未収入金です。 

   ○ 基金 

     財政調整基金及び減債基金が該当します。 

  (3) 固定負債 

   ○ 地方債 

     市が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のものをいいます 

   ○ 退職手当引当金 

     職員全員が当該年度末時点で退職した場合に必要となる退職手当額です。 

  (4) 流動負債 

   ○ １年内償還予定地方債 

     「地方債」に係る翌年度の償還予定額を計上しています。 

   ○ 賞与等引当金 

     翌年度に支給される賞与（ボーナス等）のうち当年度分を計上しています。 
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Ⅲ 行政コスト計算書について 

 

 １ 平成28年度一般会計等行政コスト計算書 

  

（単位：円）

  経常費用 19,512,200,051

行政コスト計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

科目名 金額

    業務費用 9,791,783,780

      人件費 3,553,977,913

        職員給与費 2,997,314,224

        賞与等引当金繰入額 245,853,513

        退職手当引当金繰入額 135,500,862

        その他 175,309,314

      物件費等 5,987,635,281

        物件費 3,006,700,776

        維持補修費 257,349,380

        減価償却費 2,723,585,125

        その他 -

      その他の業務費用 250,170,586

        支払利息 89,194,009

        徴収不能引当金繰入額 45,414,137

        その他 115,562,440

    移転費用 9,720,416,271

      補助金等 3,637,208,892

      社会保障給付 3,656,800,298

      他会計への繰出金 2,397,881,985

      その他 28,525,096

  経常収益 811,671,362

    使用料及び手数料 311,720,241

    その他 499,951,121

純経常行政コスト 18,700,528,689

  臨時損失 8,789,043

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 8,789,043

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 18,708,237,733

  臨時利益 1,079,999

    資産売却益 1,079,999

    その他 -
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   経常費用の総額が195億1,220万51円であるのに対して、施設利用料等の行政サー

ビスに係る受益者負担額である経常収益の総額は８億1,167万1,362円となっていま

す。  

   性質別では、社会保障給付費等の移転費用が97億2,041万6,271円で、経常費用総

額の49.8%を占めています。次いで、物件費等が59億8,763万5,281円(30.7%)で、職

員給与費等の人件費が35億5,397万7,913円(18.2%)となっています。 

 

 ２ 行政コスト計算書の内容 

  (1) 人件費 

    職員給与費、賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額等を計上していま

す。 

   ○ 退職手当引当金繰入額 

     その年度の勤務に起因する退職手当引当金へ繰り入れる増加額分を計上して

います。 

  (2) 物件費等 

    物件費、維持補修費、減価償却費等を計上しています。 

   ○ 物件費 

     人件費、維持修繕費や扶助費等、他に分類されているコスト以外の費用 

     （消耗品、備品購入費、使用料等）を計上しています。 

   ○ 維持補修費 

     市が管理している各種施設の修繕費等を計上しています。 

   ○ 減価償却費 

     一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる資産価値減

少金額をいいます。 

  (3) 移転費用 

    補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金等、様々な目的のために、直接お

金という形のまま支出されるものを計上しています。 
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Ⅳ 純資産変動計算書について 

 

 １ 平成28年度一般会計等純資産変動計算書 

  

前年度末純資産残高として632億3,373万8,365円、純資産の減少要因である純行

政コストとして187億823万7,733円、純資産の増加要因である税収等129億2,255万

2,157円や国県等補助金44億3,341万6,066円等が計上され、期末純資産残高が618億

5,107万2,668円となっています。  

純資産の残高は、前年度末と比べて13億8,266万5,697円減少しております。その

分、将来世代に引き継ぐ財産が減少したことを表します。 

 

 ２ 純資産変動計算書の内容 

  (1) 前年度末純資産残高 

    前年度末の貸借対照表に計上されている純資産額です。 

  (2) 純行政コスト 

    当該年度の行政コスト計算書で算出される純行政コストと連動します。 

  (3) 税収等 

    市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、市たばこ税、地方譲与税及び

地方交付税等をいいます。 

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 63,233,738,365 81,839,014,774 △18,605,276,409

  純行政コスト（△） △18,708,237,733 △18,708,237,733

  財源 17,355,968,223 17,355,968,223

    税収等 12,922,552,157 12,922,552,157

    国県等補助金 4,433,416,066 4,433,416,066

  本年度差額 △1,352,269,510 △1,352,269,510

  固定資産等の変動（内部変動） △1,135,283,534 1,135,283,534

    有形固定資産等の増加 1,387,567,754 △1,387,567,754

    有形固定資産等の減少 △2,723,585,129 2,723,585,129

    貸付金・基金等の増加 686,181,235 △686,181,235

    貸付金・基金等の減少 △485,447,394 485,447,394

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 △30,396,187 △30,396,187

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 △1,382,665,697 △1,165,679,721 △216,985,976

本年度末純資産残高 61,851,072,668 80,673,335,053 △18,822,262,385

純資産変動計算書

至　平成29年３月31日
自　平成28年４月１日
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  (4) 国県等補助金 

    国庫支出金、都道府県支出金等をいいます。 

  (5) 固定資産等の変動 

○ 無償所管換等 

     無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等をいいます。 
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Ⅴ 資金収支計算書について 

 

 １ 平成28年度一般会計等資金収支計算書 

  

 

（単位：円）

  業務支出 16,948,070,225

    業務費用支出 7,227,653,954

      人件費支出 3,780,623,827

資金収支計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

    移転費用支出 9,720,416,271

      補助金等支出 3,637,208,892

      社会保障給付支出 3,656,800,298

      物件費等支出 3,357,836,118

      支払利息支出 89,194,009

      その他の支出 -

    税収等収入 12,938,063,892

    国県等補助金収入 4,070,100,366

    使用料及び手数料収入 314,622,317

      他会計への繰出支出 2,397,881,985

      その他の支出 28,525,096

  業務収入 17,815,998,739

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 867,928,514

    その他の収入 493,212,164

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    基金積立金支出 3,538,074

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 552,000,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,806,977,228

    公共施設等整備費支出 1,251,439,154

    基金取崩収入 38,093,250

    貸付金元金回収収入 236,448,404

    資産売却収入 1,080,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 638,937,354

    国県等補助金収入 363,315,700

  財務活動支出 1,690,808,722

    地方債償還支出 1,590,746,369

    その他の支出 100,062,353

    その他の収入 -

投資活動収支 △1,168,039,874

【財務活動収支】

財務活動収支 △277,908,722

本年度資金収支額 △578,020,082

前年度末資金残高 1,460,849,914

  財務活動収入 1,412,900,000

    地方債発行収入 1,412,900,000

    その他の収入 -

本年度末歳計外現金残高 496,921,236

本年度末現金預金残高 1,379,751,068

本年度末資金残高 882,829,832

前年度末歳計外現金残高 260,797,404

本年度歳計外現金増減額 236,123,832
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   資金収支計算書は、現金の流れを示すものであり、本年度末歳計現金預金残高

は、貸借対照表の「現金預金」と一致します。 

   収支を性質に応じて、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つに区分

して表示することで、市のどのような活動に資金が必要とされているかを説明する

ことができます。 

   平成28年度は、業務活動収支が８億6,792万8,514円計上されており、その収支余

剰で、投資活動収支における11億6,803万9,874円、財務活動収支における２億

7,790万8,722円の収支不足を補えず、当期収支として５億7,802万82円の収支不足

が生じたことが分かります。 

 

 ２ 資金収支計算書の内容 

  (1) 業務活動収支 

    人件費や物件費等の支出と、その財源である市税や手数料等の収入が計上され

ており、日常の行政活動による資金収支を表しています。 

  (2) 投資活動収支 

    公共資産の整備に係る支出等と、その財源である補助金等による収入等が計上

されており、公共事業等に伴う資金収支の状況を表しています。 

  (3) 財務活動収支 

    起債の償還に対する支出等と、投資活動の財源である起債収入が計上されてお

り、財務活動による資金収支の状況を表しています。 
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Ⅵ 財務書類４表の関係 

 

  貸借対照表の純資産は、国・県からの補助金や市の財源ですでに負担した部分を表

していますが、この純資産の変動を表したものが純資産変動計算書になります。 

  行政コスト計算書は純資産変動計算書における純行政コストの詳細な内訳書です。 

  資金収支計算書は現金預金の動きを表す計算書ですが、本年度末残高と本年度末歳

計外現金残高の合計は貸借対照表の現金預金と一致します。すなわち、資金収支計算

書は貸借対照表に計上されている現金預金の増減明細書ということになります。 

 

 

  

(単位:円)

科目名 金額 科目名 金額 金額

【業務活動収支】 【資産の部】

  業務支出 16,948,070,225   固定資産 78,980,010,195 17,930,208,787

  業務収入 17,815,998,739     有形固定資産 75,885,574,158

  臨時支出 -     無形固定資産 38,529,560 2,394,903,296

  臨時収入 -     投資その他の資産 3,055,906,477

業務活動収支 867,928,514   流動資産 3,196,174,556 20,325,112,083

  投資活動支出 1,806,977,228     未収金 133,513,954 80,673,335,053

  投資活動収入 638,937,354     短期貸付金 80,373,782

投資活動収支 △1,168,039,874     基金 1,612,951,076 △18,822,262,385

【財務活動収支】     棚卸資産 -

  財務活動支出 1,690,808,722     その他 -

財務活動収支 △277,908,722 資産合計 82,176,184,751 82,176,184,751

本年度末資金残高 882,829,832

本年度末歳計外現金残高 496,921,236

  経常費用 19,512,200,051 前年度末純資産残高 63,233,738,365

  臨時損失 8,789,043   財源 17,355,968,223

  臨時利益 1,079,999

  無償所管換等 △30,396,187

  その他 -

18,708,237,733純行政コスト

【投資活動収支】 【純資産の部】1,379,751,068    現金預金

合計科目名金額科目名1,379,751,068本年度末現金預金残高

行政コスト計算書

貸借対照表

61,851,072,668本年度末純資産残高

1,412,900,000  財務活動収入 61,851,072,668純資産合計△10,415,324    徴収不能引当金

△18,708,237,733  純行政コスト（△）811,671,362  経常収益

-  資産評価差額

資金収支計算書

  固定資産等形成分

負債合計

科目名

 固定資産等の変動（内部変動）

負債及び純資産合計

  余剰分（不足分）

純資産変動計算書

  流動負債

  固定負債

【負債の部】
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Ⅶ 財務書類４表の分析 

 

 １ 市民一人当たり資産額・負債額 

    市民一人当たり資産額は、資産の形成度を示す指標の一つです。 

    また、市民一人当たり負債額は、財政の健全性を示す指標の一つです。 

     ※人口は平成29年１月１日現在の住民基本台帳人口（63,702人）を基に算出。 

     【算出方法】 (市民一人当たり資産額) 資産合計÷住民基本台帳人口 

            (市民一人当たり負債額) 負債合計÷住民基本台帳人口 

     ・津島市の市民一人当たり資産額は、129万9円となります。 

     ・津島市の市民一人当たり負債額は、31万9,065円となります。 

  

 

  

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,239,835   固定負債 281,470

    有形固定資産 1,191,259     地方債 233,367

      事業用資産 575,078     長期未払金 -

      インフラ資産 605,362     退職手当引当金 44,989

      物品 31,036     損失補償等引当金 -

      物品減価償却累計額 △20,217     その他 3,114

    無形固定資産 604   流動負債 37,595

      ソフトウェア 604     １年内償還予定地方債 24,289

      その他 -     未払金 1

    投資その他の資産 47,972     未払費用 -

      投資及び出資金 25,039     前受金 -

      投資損失引当金 △12,875     前受収益 -

      長期延滞債権 9,123     賞与等引当金 3,859

      長期貸付金 24,477     預り金 7,801

      基金 2,774     その他 1,645

      その他 - 負債合計 319,065

      徴収不能引当金 △566 【純資産の部】

  流動資産 50,174   固定資産等形成分 1,266,418

    現金預金 21,659   余剰分（不足分） △295,474

    未収金 2,096

    短期貸付金 1,262

    基金 25,320

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △163 純資産合計 970,944

資産合計 1,290,009 負債及び純資産合計 1,290,009

貸借対照表(市民１人当たり)
（平成29年3月31日現在）
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 ２ 歳入額対資産比率 

 歳入額対資産比率は、資産の形成度を示す指標の一つです。 

 過年度に形成された資産は、歳入の何年分に相当するのかを見ることがで

き、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。 
 【算出方法】 資産合計 ÷ 歳入総額 

     ・津島市の歳入額対資産比率は、3.8となります。（H27比率 4.0） 

 ３ 資産老朽化比率 

 資産老朽化比率は、保有する資産が耐用年数に対してどの程度経過している

のかを全体として把握するための指標です。 
 【算出方法】減価償却累計額 ÷ (有形固定資産合計 － 土地 ＋ 減価償却累計額) 

     ・津島市の資産老朽化比率は、59.1％となります。（H27比率 57.6％） 

 ４ 純資産比率 

 純資産比率は世代間の公平性を示す指標の一つです。 

 地方公共団体は地方債の発行を通じて将来世代と現世代の負担の配分を行っ

ていますが、その負担割合は純資産と資産総額の比率で測ることができます。

数値が低いほど、将来世代へ先送りされた負担が大きいことを示します。 
 【算出方法】 純資産合計 ÷ 資産合計 

     ・津島市の純資産比率は、75.3％となります。（H27比率 75.6％） 

 ５ 将来世代負担比率 

 将来世代負担比率は世代間の公平性を示す指標の一つです。 

 社会資本等の公共資産について、負債による形成割合を算出することで、社

会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。 
 【算出方法】 地方債残高 ÷ 有形固定資産合計 

     ・津島市の将来世代負担比率は、21.6％となります。(H27比率 21.5％） 

 ６ 地方債償還年数 

 地方債償還年数は、財政の持続可能性（健全性）を示す指標の一つです。 

 地方債残高を経常的に確保できる資金で返済した場合、何年で返済できるか

を示すことにより、当該団体の財政規模と負債額のバランスが取れているかど

うかを判断します。 
 【算出方法】 （地方債残高 － 減債基金）÷ 

［業務活動収支額（臨時収支分を除く）］ 

     ・津島市の地方債償還年数は、18.9となります。 

 ７ 基礎的財政収支 

 地方債等の元利償還金額を除いた歳出と地方債等の発行収入を除いた歳入の

バランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成長

率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、

持続可能な財政運営であると言えます。  
 【算出方法】 業務活動収支 ＋支払利息支出 ＋ 投資活動収支 

     ・津島市の基礎的財政収支は、△２億1,091万7,351円となります。 

  ※地方債償還年数及び基礎的財政収支の H27値については会計基準変更のため、掲載していません。 
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Ⅷ おわりに 

  総務省からの要請に基づき、すべての地方公共団体において「統一的な基準」に基

づく財務書類等が作成されます。 

  今後、他団体との比較を行い、本市の財政状況の特徴を明らかにするなど、さらな

る財政の健全化に努めるとともに、より分かりやすい財務情報を提供できるよう、引

き続き取り組みを進めていきます。 

 



 

 

 


